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市
民
の
皆
さ
ん
が
日
ご
ろ
市
政
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
施
策

を
望
み
、
ど
の
よ
う
な
ご
意
見
を
持
っ
て
い
る
か
を
お
尋
ね
す

る
た
め
、
平
成　

年　

月
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
「
市
長
へ
の
手

２８

１０

紙
」
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
ど
、
そ
の
結
果
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。
（
左
表
）

　

市
政
に
望
む
重
点
項
目
を
３
点
選
ん
で
い
た
だ
く
設
問
に
対

し
て
は
、　

人
の
方
か
ら
要
望
が
寄
せ
ら
れ
、
そ
の
中
で
最
も

５８４

多
い
の
は
「
財
政
・
財
務
」
、
第
２
位
は
「
ご
み
と
ま
ち
の
美

化
」
、
第
３
位
は
「
計
画
的
行
政
」
で
し
た
。

　

ご
要
望
の
上
位
３
項
目
に
対
し
て
、
市
の
取
り
組
み
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

　

ご
意
見
・
ご
提
案
は
、
市
の
行
財
政
運
営
へ
の
貴
重
な
資
料

と
し
て
活
用
し
て
い
き
ま
す
。

調
査
期
間　

平
成　

年　

月　

日
～　

日

２８

１０

１４

３１

調
査
対
象
等　

平
成　

年
８
月
１
日
現
在　

歳
以
上
で
、
住
民

２８

１８

基
本
台
帳
か
ら
無
作
為
に
抽
出
し
た
２
千
人
の
方
を
対
象
に
、

郵
送
に
よ
る
配
票
、
回
収

回
答
者
数　
　

人
（
男
性　

人
、
女
性　

人
、
不
明　

人
）

５８４

２３７

３３０

１７

回
収
率　
　

・
２
％

２９

問
合
先　

広
報
秘
書
課
広
聴
係
（
☎　

儿　

儿
９
８
１
８
）

０４２

３８７

「 」 がまとまりました市長への手紙市長への手市長への手紙紙
皆さんの声を市政皆さんの声を市政にに
市政への要望項目順位

内　容項　目構成比
（％）順位

財政健全化、財源確保、コスト削減など財政・財務１２.５１
ごみの減量、ごみ処理施設などごみとまちの美化１０.２２
新庁舎、施設整備、諸計画整備、広域連携など計画的行政９.７３
活躍の場、生活支援、介護予防、介護保険など高齢者福祉７.４４
子育ち・子育て支援、子育て環境など子ども家庭福祉６.９５
危機管理体制、防災、防犯など地域安全６.２６
教育内容・方法、学習環境、学校施設など学校教育４.６７
駅周辺のまちづくり、都市計画など市街地整備４.６７
市民サービス、公民連携、行政評価、市職員など行政経営４.３９
検診・健康診査、医療体制、国保など健康・医療４.１１０
商業振興、魅力ある商店街、観光など商業３.４１１
みどり・公園・水辺の保全、創出などみどりと水３.１１２
保護者負担軽減、幼稚園支援、地域ネットワークなど幼児教育２.９１３
道路、交通環境、交通機関、河川など道路・河川２.５１４
福祉施設、地域の福祉活動など地域福祉２.４１５
芸術文化活動、文化財、文化施設、文化交流など文化・芸術２.２１６
住宅供給、住環境、上下水道など住宅・住環境　１.７１７
地球温暖化対策、環境保全など環境保全１.５１８
市民協働、地域活動、地域情報などコミュニティネットワーク１.４１９
イベント・各種活動、体育施設などスポーツ・レクリエーション１.４１９
情報公開、個人情報保護、市民参加、広報・広聴など市民参加・市民協働１.２２１
就労支援の充実、雇用の拡大など雇用１.１２２
新産業育成、コミュニティビジネスなど創造的産業１.１２２
生涯学習施設、生涯学習活動など生涯学習１.１２２
心のバリアフリー、生活支援、医療連携など障がい者福祉１.０２５
農業振興、市民農園、地場産業など農業０.７２６
消費者啓発、労働環境など消費者生活・勤労者福祉０.６２７
工業振興、住環境との調和など工業０.２２８
意識啓発、ワークライフバランスなど人権・平和・男女共同参画０.１２９

死

〈
財
政
健
全
化
の
状
況
と 

市
の
抱
え
る
課
題
〉

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

性
に
つ
い
て
統
一
的
な
指
標
で
明

ら
か
に
し
、
財
政
の
健
全
化
や
再

生
が
必
要
な
場
合
に
迅
速
な
対
応

を
取
る
た
め
の
「
地
方
公
共
団
体

の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法

律
」
が
平
成　

年
４
月
に
全
面
施

２１

行
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
４
つ
の

健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比

率
に
つ
い
て
、
監
査
委
員
の
審
査

に
付
し
た
う
え
で
、
市
議
会
に
報

告
し
、
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

市
の
平
成　

年
度
の
健
全
化
判

２７

断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
は
い
ず

れ
も
基
準
数
値
以
下
と
な
っ
て
お

り
、
健
全
な
範
囲
内
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

市
債
（
借
金
）
の
残
高
に
お
い

て
は
、
平
成　

年
度
末
は
約　

億

２３

３１５

円
あ
り
ま
し
た
が
、
平
成　

年
度

２７

末
に
は
約　

億
円
と
な
り
、
こ
の

２６１

う
ち
将
来
の
世
代
へ
の
負
担
の
先

送
り
と
も
い
え
る
特
例
債
（
赤
字

債
）
は
平
成　

年
度
末
の
約　

億

２３

１３５

円
か
ら
平
成　

年
度
末
に
は
約　

２７

１０３

億
円
と
な
る
な
ど
、
減
少
傾
向
が

続
い
て
い
ま
す
が
、
市
の
財
政
運

営
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に

あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
に
お
い
て

も
、
市
で
は
第
４
次
基
本
構
想
・

後
期
基
本
計
画
の
将
来
像
「
み
ど

り
が
萌
え
る
・
子
ど
も
が
育
つ
・

き
ず
な
を
結
ぶ　

小
金
井
市
」
を

実
現
す
る
た
め
、
数
多
く
の
事
業

が
計
画
・
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

実
施
に
当
た
っ
て
は
、
当
然
、

多
く
の
財
源
が
必
要
と
な
り
ま
す

が
、
歳
入
の
根
幹
を
な
す
市
税
収

入
は
横
ば
い
の
状
況
に
あ
り
、
税

収
の
増
加
を
見
込
む
こ
と
が
難
し

く
、
財
源
確
保
が
非
常
に
大
き
な

課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
面
で
は
、
市
の
最
重
要
課

題
で
あ
る
ご
み
処
理
施
設
関
連
事

業
の
推
進
、
保
育
所
の
待
機
児
童

解
消
、
新
庁
舎
等
公
共
施
設
の
計

画
的
整
備
、
武
蔵
小
金
井
駅
お
よ

び
東
小
金
井
駅
の
周
辺
整
備
、
東

日
本
大
震
災
を
教
訓
と
し
た
減
災

対
策
等
に
多
額
の
財
源
を
必
要
と

し
て
お
り
、
さ
ら
に
社
会
保
障
関

連
経
費
の
自
然
増
が
続
く
な
か
、

市
税
や
地
方
消
費
税
交
付
金
等
は

若
干
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
依

然
と
し
て
危
機
的
な
財
源
不
足
の

状
態
で
あ
り
、
財
政
調
整
基
金
を

取
り
崩
し
な
が
ら
市
民
サ
ー
ビ
ス

へ
対
応
し
て
お
り
、
長
期
的
な
視

点
で
の
財
政
負
担
も
考
慮
し
な
が

ら
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
か
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

こ
の
た
め
、
取
り
組
む
べ
き
行

政
課
題
の
優
先
度
を
明
確
に
し
、

さ
ら
な
る
財
源
の
確
保
と
歳
出
の

削
減
を
と
も
に
進
め
な
が
ら
、
市

民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

〈
財
政
健
全
化
に
向
け
た 

市
の
取
り
組
み
〉

　

市
で
は
、
財
政
健
全
化
に
向
け

て
、
第
３
次
行
財
政
改
革
大
綱

（
計
画
期
間
＝
平
成　

年
度
～　

２２

２７

年
度
）
を
定
め
て
行
財
政
改
革
を

進
め
ま
し
た
。
結
果
、
平
成　

年
２７

度
決
算
で
は
、
経
常
収
支
比
率

　

・
８
％
、
人
件
費
比
率　

・
３

９０

１５

％
、
公
債
費
比
率
７
・
２
％
と
な

り
、
平
成　

年
度
決
算
に
比
べ

２２

て
、
経
常
収
支
比
率
は
５
・
９
ポ

イ
ン
ト
、
人
件
費
比
率
は
４
・
６

ポ
イ
ン
ト
、
公
債
費
比
率
は
０
・

５
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。

　

こ
の
間
の
取
り
組
み
と
し
て
、

歳
入
の
確
保
で
は
、
コ
ン
ビ
ニ
納

付
や
口
座
振
替
受
付
サ
ー
ビ
ス
を

導
入
し
て
納
付
環
境
を
整
え
つ
つ

市
税
収
納
率
の
向
上
を
図
り
、
市

税
収
納
率
は
、
平
成　

年
度
決
算

２２

に
比
べ
て
３
・
０
ポ
イ
ン
ト
改
善

し
て
平
成　

年
度
決
算
で　

・
１

２７

９８

％
と
な
り
、
市
税
は　

億
円
の
増

１３

収
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
市
が

保
有
す
る
低
未
利
用
地
の
売
却
な

ど
資
産
の
有
効
活
用
、
市
民
交
流

セ
ン
タ
ー
へ
の
ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ

ツ
導
入
等
、
新
た
な
財
源
確
保
の

取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。
歳

出
の
削
減
で
は
、
給
与
構
造
改
革

等
に
よ
る
職
員
給
与
・
手
当
の
見

直
し
、
学
童
保
育
所
・
公
民
館
・

図
書
館
業
務
の
一
部
委
託
、
職
員

配
置
の
見
直
し
等
に
取
り
組
ん
で

ま
い
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
第
３
次
行
財
政
改
革
大

綱
に
位
置
付
け
ら
れ
な
が
ら
、
保

育
料
・
保
育
業
務
の
見
直
し
等
は

遅
れ
て
お
り
ま
し
た
。
平
成　

年
２８

度
は
そ
れ
ら
を
進
め
る
と
と
も

に
、
「
わ
た
し
の
便
利
帳
」
の
ゼ

ロ
予
算
化
、
ご
み
収
集
業
務
・
学

校
施
設
管
理
業
務
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
バ
ス
業
務
の
見
直
し
、
公
民
館

に
お
け
る
実
費
徴
収
を
は
じ
め
と

し
た
受
益
者
負
担
の
適
正
化
、
広

告
付
き
番
号
案
内
表
示
機
の
導
入

等
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

そ
し
て
、
平
成　

年
度
中
に
、

２８

新
た
に
「
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
２

０
２
０
」
を
策
定
す
る
た
め
に
、

現
在
、
行
財
政
改
革
市
民
会
議
お

よ
び
市
で
検
討
を
進
め
て
い
る
と

こ
ろ
で
す
。

〈
今
後
の
市
の
取
り
組
み
〉

　

日
本
全
体
で
の
総
人
口
や
生
産

年
齢
人
口
の
減
少
は
、
本
市
に
お

い
て
も
例
外
で
は
な
く
、
財
源
の

確
保
が
一
層
厳
し
さ
を
増
し
て
い

ま
す
。
そ
の
一
方
で
、
市
の
最
重

要
課
題
で
あ
る
ご
み
処
理
施
設
関

連
事
業
の
推
進
、
保
育
所
の
待
機

児
童
解
消
、
新
庁
舎
等
公
共
施
設

の
計
画
的
整
備
と
有
効
活
用
、
武

蔵
小
金
井
駅
お
よ
び
東
小
金
井
駅

の
周
辺
整
備
、
東
日
本
大
震
災
を

財
政
・
財

財
政
・
財
務務

１


